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１．はじめに 

 自動車の登場は人々の経済活動を活性化させ，個人の活

動の自由度を増した反面，本来一緒に行って差し支えない

交通行動をも分離することとなった．この問題に対し，複

数人による自動車利用を促す施策が過去から現在にかけて

取り組まれてきた．米国では 1970 年代から一定の乗員数

以上の車両のみを優先的に走行させる車線「HOV(High 

Occupancy Vehicle)レーン」の整備により第三者とのライド

シェアを誘発する仕組みを作り，通行する自動車台数の抑

制を図っている．近年はスマートフォンの普及に伴い，ア

プリケーションを介した商業的なライドシェア交通の利用

者が国内外で増加傾向にある 1)等，柔軟な自動車利用の方

法が注目を集めている． 

このような流れの一方で，従来の自動車利用を大きく変

える技術として，自動車の自動運転(Automated Driving for 

Universal Service：以下「adus」)の実用化に期待が集まって

いる 2)．これは，人間の運転ミスによる交通事故の減少効

果や，高齢者や障がい者といった交通弱者を救済する移動

手段としても注目されている．adus実用化に伴って注目さ

れるのが，adus車両を地域内で共同保有し運行する新たな

交通システム 3)である．本研究では adus車両の共同利用に

よる交通サービスを「Shared-adus」と呼称する．Shared-adus

は，自分で運転せずともDoor to Doorで移動可能な交通手

段であり，バスに比べて柔軟なルート選択が可能という特

徴が挙げられる．米国ライドシェア大手の Uber 

Technologies(以下，「Uber」)が 2016年より米国 2市で実証

実験を行う 4)等，実用化に向けた動きが進んでいる．研究

面でも，Shared-adusの導入に関して，近年プローブデータ

を活用した研究が盛んに行われている．しかし、Shared-adus

の導入可能性を検証するためには，「いつ」「どこで」とい

う時空間情報の他に，「だれが」「どんな」目的で移動して

いるのかということがライドシェアの組み合わせを考える

上で極めて重要となる．この点に関して，プローブデータ

は詳細な時空間情報を把握できるが，個人情報保護の観点

から発着地点や個人属性に関する情報が削除され，トリッ

プ目的も不明で情報として構造化されていない 5)．ライド

シェアの成立には性別やトリップ目的の違い等が当然影響

するため，現在のプローブデータではShared-adusの導入可

能性は残念ながら読み解けない． 

以上の背景のもとで，本研究ではShared-adusの導入可能

性として，自動車利用者間でのライドシェア成立割合をト

リップの時空間情報に加え，個人属性・トリップ属性・地

域特性と関連して把握することを目的とする．この目的を

果たすため，構造化された交通行動データを用いて分析を

行う．なお，大都市圏の郊外・都心間に生じる大需要の通

勤トリップ等を担うのは鉄道等の公共交通機関の優先度が

引き続き高いと考えられるため，本研究では大都市圏郊外

部の郊外間交通を対象とする．郊外間交通は大量輸送機関

でまとめて運べるほど需要がまとまって特定のOD間に存

在するわけではなく，一方でそれらが複合してインフラ不

足が顕在化するという課題が以前から指摘されており 6)，

切り札となる解決策が無いまま現在に至っている． 

 

２．研究の位置づけ 

2.1 Shared-adusの経緯と現状 

 Shared-adus はライドシェアによる自動車トリップの集

約，adusによる無人回送の要素を組み合わせ，自動車トリ

ップの需要に効率的に対応する新たな交通手段である． 

HOV レーンの時代にはトリップ主体間でのデジタルマ

ッチングは存在しなかったが，近年は IT技術の発展やスマ

郊外間交通へのシェア型自動運転車の導入可能性 

-トリップの時空間特性・個人属性の観点から- 
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ートフォンの普及と共に，ライドシェアの利用が増加して

いる．中でも米国の Uber が提供するライドシェアサービ

スは，タクシーよりも早く安いサービス提供を強みに利用

者を拡大させており，競合するタクシー業界からの反発が

生じている 7)．我が国では，無資格者による旅客輸送は「白

タク」行為として禁止されてきが，近年では規制緩和の一

環としてその容認に向けた議論が行われ始めている 7)．ま

た，利用者側の懸念材料である「同乗者に対する不安」と

いう課題に対して，近年では同一目的で移動する利用者の

SNSへの投稿内容からその人格，趣味嗜好を解析し，その

結果をもとにマッチングを行うことで不安の解消を図る動

きも見られる 8)．趣味嗜好の合う者同士が同一目的で移動

することの潜在的な需要は高いと考えられ，今後のライド

シェアサービスではこのようなトリップ属性・目的の考慮

が利用者拡大のための重要事項になりえると考えられる． 

また，adusは安全性向上のため，自動車会社と通信事業

者が連携して実用化に向けた開発を進めている 9)．さらに

米国では Uber による自動運転車両を含むライドシェア交

通サービスの実証実験が開始される等，保有を前提としな

い adus車両の利用方法が実用化前から検討されている． 

 

2.2 既存研究レビュー 

 Shared-adusに関連する既存研究として，導入による環境

負荷の変動に着目した研究 10)11)や，Shared-adusの普及可能

性に着目した研究 12)13），Shared-adusと基幹公共交通を組み

合わせ効率的な車両運行を試みた研究 3)等が見られる． 

これらの研究においては①トリップ主体の個人属性やト

リップ目的が考慮されておらず，②地域によって導入可能

性に差異があることが考慮されていないという課題が挙げ

られる．また，ライドシェアに関するシミュレーション 14)

の取り組みは存在するものの，Shared-adusの導入可能性を

吟味する上で必要な，利用者のトリップ属性の考慮は十分

に行われていない． 

 

2.3 本研究の内容 

 2.1および2.2より，Shared-adusは実用化に向けた動きが

進みつつあるが，今後の拡大展開に対して利用者の利用意

向に直接関係するトリップ属性の考慮がなされていない．

トリップ属性はその発地の地域特性や時間帯に依存するた

め，それらの実態を把握する必要がある．本研究では，想

定される Shared-adus 利用者のトリップ目的や個人属性の

組み合わせに着目し，その地域特性や時間帯等の時空間特

性との関係を把握する．この分析にはトリップの時空間情

報に加えて個人属性やトリップ目的が把握可能な交通行動

データを使用する必要がある．本研究ではこれらの情報が

構造化されたパーソントリップ調査データを使用する．な

お，本研究では現状のトリップパターンにおけるトリップ

属性間での組み合わせの成立可能性を検討することが主眼

であるため，Shared-adusの利用料金を明示的に考慮するこ

とは行わない．一方，業務や買い物などのトリップ目的に

応じてその行動主体の時間価値は明らかに異なると類推さ

れる．ここで，類似した時間価値を有するトリップはその

属性が類似するものと考えられるため，本研究では同一ト

リップ目的の組み合わせの成立可能性についても検討を加

えることとする． 

 

2.4 本研究の特長   

 本研究の特長を以下に示す． 

1. 将来の郊外間交通として新たな選択肢になり得る

Shared-adusを対象とし，実際の地域を想定した有用性の

高い研究である． 

2. ライドシェアにおける個人属性や目的等のトリップ属

性を介したマッチングを時空間の中で遂行し，異なるラ

イドシェア条件の場合における必要車両数にまで言及し

た新規性・独自性を有する研究である． 

3. 郊外間交通のあり方を抜本的に改変する可能性を秘め

た研究であり，極めて発展可能性が高い． 

 

３．分析概要 

3.1 本研究で想定するShared-adus 

本研究では，誰もがShared-adusを利用できる状態を想定

する．このため，運転免許非保有者でも利用可能な自動走

行レベルの設定が必要である．なお，本研究における

Shared-adus は鉄道利用者(たとえば茨城県南地域⇔東京都

区部)の交通手段転換を促すものでなく，従来は自動車で行

っていた郊外地域間の移動を代替する交通サービスである．

このため，自動車・バス・タクシーを利用するトリップを

利用者対象とする．また，本研究はバス利用者の一部を

Shared-adus利用者として結果的に取り込んでいるが，郊外

間の公共交通を撤廃すべきという意図は全く有していない． 

これらを踏まえ，本研究において想定するShared-adusは

次の4項目の特徴を有する． 

1) adusの自動走行性能はLev.5(SAEレベル)とする． 

2) 利用者は代表交通手段として乗用車・バス・タクシーで

移動しているトリップとする． 

3) 乗車可能人員は2人まで乗車可能なものとする． 

4) 車両は個人所有ではなく対象地域全体で共有する． 

 

3.2 使用データ概要 

 本研究で使用する交通行動データおよび地域特性データ

を表1に示す．本研究ではShared-adus導入に伴うライドシ

ェアの成立割合を，トリップの時空間情報に加え，個人属

性・トリップ目的と関連して把握する．このため，これら

の情報がセットとなった交通行動データである東京都市圏

パーソントリップ調査データ(以下，「PTデータ」)を使用す

る．PTデータは拡大係数を用いることでサンプルサイズの

拡大が可能であり，以降の分析結果は全て拡大係数を用い

て拡大を行ったものである． 

なお，Shared-adusは都市郊外部における移動の際に利用

するサービスであること，多様な地域特性と導入効果との
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関係を見るという観点から，都市部から農村部まで多様な

地域特性を包含し，東京都市圏において自動車依存度が最

も高い茨城県南地域を対象地域とする．対象地域の概要を

図1，対象地域内における交通分担率を図2に示す． 

また，Shared-adusは対象地域内での車両保有を想定する

ため，茨城県南地域内外を行き来するトリップは本研究に

おける分析対象外とする．また，自動車平均旅行速度につ

いてはGIS道路ネットワークデータを用いて，小ゾーンご

とに通過している一般道路の道路延長と旅行速度から平均

旅行速度を算出する． 

 

3.3 ゾーン内における位置情報の考慮 

PT データにおいて把握可能な位置情報の最小単位は小

ゾーン(1 つ以上の町丁目の集合体)であり，より詳細な人

および車両の位置情報は把握できない．また，ゾーンの大

きさが均一でなく，分析に際してはゾーンの大きさに応じ

て補正をかける必要がある． 

 

表1 本研究における使用データ一覧 

 
 

 
図1 分析対象地(茨城県南地域)の概要 

 

 
図2 茨城県南地域内における交通分担率 

(PTデータを基に作成) 

これらを踏まえ，分析に際しては車両がゾーン内の移動

に要する基準時間として「到達可能時間」を設定する．算

出式を(1)，(2)に示す．この指標はゾーンの可住地面積が小

さいほど，そのゾーンにおける自動車平均旅行速度が速い

ほど値が小さくなる指標である．この指標を基に,後述する

「人-人」のマッチング(ライドシェア)，および「トリップ

-車両」のマッチングを行う． 

 

RTi = β・di/vi cf.  β = 1.4  (1) 

di = √dz𝑖/3.14    (2) 

RTi ：ゾーン iにおける到達可能時間(分) 

β  ：直線距離から道路距離への補正係数 

di  ：ゾーン iと同面積の円の半径 

vi  ：ゾーン iにおける自動車平均旅行速度 

dzi ：ゾーン iの可住地面積 

 

3.4 ライドシェア成立条件 

 2 者のライドシェア成立には，両トリップの時空間一致

が大前提である．加えて，一定の利便性確保のため，ライ

ドシェアを行う2者の出発時間の差を最長15分16)とする．

ライドシェアの成立基本条件を(3)～(5)に示す．なお，ライ

ドシェアの成立可否は，乗り合う2者の出発時間差以内に

両者の出発地点間を移動できる確率に依存すると考える．

そこで，本研究ではゾーン面積が小さいほど，また2者の

出発時間差が大きいほど，確実にライドシェアが成立する

ようなパラメーター値「ライドシェア成立確率」を設定す

る．算出式を(6)に示す．これは，2者の出発時間差を,到達

可能時間で除した値であり，出発時間差が到達可能時間以

上となる場合は1とする．この値を(3)～(5)のライドシェア

条件を満たす2者の拡大係数に乗じ，ライドシェア成立組

数を算出する．なお，2 者間の出発時間差を基にライドシ

ェアの成立数を算出するため，最短出発時間差WLを0分

より大きい値として設定している． 

 

TODa = TODb (3) 

0 ＜ WL ≦ G ≦ WH ≦ 15  (4) 

G = TSb - TSa        cf.  TSa < TSb (5) 

 G/ RTi (G ≦ RTi)  

 1 (G ＞ RTi) 

 

TODn    : トリップnの出発地-到着地[OD]  

WL,WH  :トリップの出発時間差の最短,最長時間(分) 

G        : 2者間の出発時間差(分) 

TSn           :トリップnの出発時間(分) 

RRS      :ライドシェア成立確率 

 

また，乗り合う2者のサンプルの拡大係数が異なる場合,

マッチングできなかった拡大係数分については新たなサン

プルとみなして分析を行う．この際，拡大係数の扱い方に

データ出典 備考

自動車・バス・タクシー
利用トリップデータ

東京都市圏
パーソントリップ

調査データ
(平成20年調査)

[個人・世帯属性]
年齢/性別/自動車保有状況/
[トリップ属性]
ある平日1日における発生トリップの
発着地/発着時刻/移動手段/移動目的

自動車旅行
速度データ

GIS道路
ネットワークデータ 15)

各小ゾーンを通過する一般道路に
おける自動車平均旅行速度を
道路距離に応じて按分

人口
国勢調査データ
(平成22年調査 )

町丁目ごとに集計された人口を
小ゾーン単位で再集計した人口を使用

事業所数
産業別事業者数

経済センサスデータ
(平成21年調査)

町丁目ごとに集計された事業所数を
小ゾーン単位で再集計して使用

用途地域データ 各用途地域の面積算出に使用

土地利用
細分メッシュデータ

可住地面積・農用地面積・林地面積
の算出に使用

国土数値情報
ダウンロードサービス

交
通
行
動

地
域
特
性

データ概要

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通分担率
(N=2,623,530)

自動車
(70.0%)

徒歩・二輪
(27.9%)

鉄道(1.4%)

バス(0.7%) その他(0.1%)

※N値は拡大係数の合計値

(6) RRS＝ 
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よっては非現実的なマッチングが生じ，ライドシェアが成

立しやすくなるといったバイアスが発生する可能性がある．

そこで，本研究では現実に発生し得ない「同一個人同士」

および「ライドシェア既成立組の2者」によるライドシェ

アを不成立とすることで，拡大係数を用いることによるバ

イアスの発生を防いでいる．また，郊外間という一定距離

以上の移動における利用を想定するため，発着地が同一の

内々トリップは分析の対象外とする. 

これらの内容は性別やトリップ目的の違いによるライド

シェア成立割合の減少を考慮する以前の「基本条件」とな

る．さらに本研究では，利用者の利便性に関わる以下2つ

の条件を別々に追加し,各条件がライドシェア成立割合に

与える影響を検証する．1 つ目は同性同士のみライドシェ

アが成立する「性別考慮」，2つ目は同一トリップ目的同士

のみライドシェアが成立する「目的考慮」である． 

なお，本研究ではライドシェアの成立可能性について利

用者の出発時間差を基準に検討しているが，Shared-adus

の利用者にとっては出発時間よりも到着時間が重要な場合

も考えられる．特に，Shared-adus導入前にバスを利用し

ていた者は，交通手段の変化によって従前と同じ時間に出

発した場合に到着時間が変動する可能性がある．ゆえに，

従前のバス利用者がShared-adusを利用する際に出発時間

を変化させる可能性も考えられるが,図2で示す通り対象

地域内におけるバスの交通分担率は1%未満であり，バス

利用者の出発時間の変化による分析結果への影響は大きく

ないと考えられるため,今回の検討では考慮していない． 

 

3.5 必要車両数の算出 

先述の条件を基に，Shared-adusの運行に必要な車両数を

算出する．初めに，トリップ毎にライドシェアの成立有無

を確認し，ライドシェアが成立したトリップは1つの自動

車トリップとみなす．自動車トリップ数が確定した後，全

トリップの輸送に必要となる車両数を算出する．この際，

Shared-adusの導入を想定しない場合は，自動車運転手の数

を集計する．Shared-adusの導入を想定する場合は，トリッ

プの出発時点に，その発地に稼働可能な車両が存在する場

合は既存の車両を配車し，該当する車両が存在しない場合

は新規車両を配車すると仮定し，この仮定で配車を行った

場合の必要車両数を算出する．ここで「稼働可能な車両」

とは，前の乗客を目的地(ゾーン i)に運んだ後，ゾーン i に

おいて次の乗客のもとに移動するまでに十分な時間が経過

している車両のことである．本研究ではこの時間について，

3.3 で設定したゾーン毎の到達可能時間(RTi)を採用してい

る．これによりゾーン i に存在する次の利用者のもとへ向

かう際の空走時間を考慮している． 

なお，Shared-adusにおいては同一ゾーンに限定しない車

両の再配分を行うことも技術的には可能である．ただし，

ゾーンを越えて行う車両の再配分は空走時間を増大させる

可能性があるため，本研究ではゾーンを超えた車両の再配

分については想定しないものとする． 

3.6 分析シナリオ 

Shared-adusの導入効果について，トリップ属性の考慮に

よる効果の違いを含めて計測するため，「⓪BAU」「①ライ

ドシェア(自動車保有者と自動車非保有者のみライドシェ

アが成立)」，「②Shared-adus_基本条件」「③Shared-adus_性別

考慮」「④Shared-adus_目的考慮」の 5 つの導入シナリオか

ら比較検討を行う．なお，以降の図表中において，ライド

シェアを「RS」，Shared-adusを「SA」と表記する． 

 

４. Shared-adusの導入効果 

3.6 で示したシナリオごとの自動車トリップ削減率を図

3，必要車両数を図4に示す．図3において，①と②～④の

比較より，Shered-adusの導入でライドシェア成立割合が1.5

～2 倍増となっている．①の場合には車両非保有者が車両

保有者とのみライドシェア成立可能という制約条件が，②

～④では Shared-adus の導入によって緩和されたことが原

因であると考える．ただし，トリップ属性を考慮した③④

では②と比較すると削減率は7割程度となっている．これ

は，②で成立していた異性同士(③)および異目的同士(④)の

ライドシェアの非成立が原因である．また，図4における

⓪，①と②~④を比較して，Shared-adus 導入によって従前

の半数以下の車両によって既存の自動車トリップを輸送で

きることが分かる．また，時間帯ごとの全車両数のうち，

乗客を乗せて運行している車両の割合(運行車両率)を算出

した結果を図5に示す．①と③を時間帯別で比較すると，

深夜帯を除く全時間帯で運行車両率が3倍以上となってい

る．また②～④の車両運行率の傾向に大きな差は見られず，

ライドシェアにおける個人属性やトリップ目的の考慮によ

る運行効率への影響は比較的小さいことが明らかとなった． 

 

５.地域特性とライドシェア成立組のトリップ属性の関係 

5.1 小ゾーン毎のライドシェア成立割合 

 ４.より，ライドシェアが多く成立することで効率的な車

両運行が可能であることを示した．つまりライドシェアの

成立しやすい地域において Shared-adus の導入効果が生じ

やすいと考えられる．以降では，そのような地域の特徴を

明らかにする．②のシナリオにおける発地ゾーンごとのト

リップ全体に占めるライドシェアトリップの割合を図6に

示す．この図から以下のことが伺える． 

1) 全体を見ると南東の鹿嶋市・神栖市一帯のゾーンにおい

て比較的高い値を示している．臨海地域ゆえに移動方向

が限定的であることや，工業地帯ゆえに通勤・帰宅目的

の移動が集中的に発生しやすいことが要因と考えられる． 

2) 鉄道駅を含む地域はその他の地域と比較して高い値を

示している．このような地域は比較的人口密度が高い地

域であると推測でき，時空間におけるトリップ密度の高

さがライドシェアの成立に繋がっていると考える． 

さらに考察を深めるうえで，各地域におけるライドシェ

ア成立組のトリップ属性(トリップ目的等)を見ることが必

要であり，以降ではトリップ属性に着目した分析を行う． 
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図3 シナリオ毎の自動車トリップ削減率 

 

 

図4 シナリオ毎の必要車両台数 

 
図5 時間帯別の車両運行率(30分単位) 

 

 
図6 小ゾーン毎のライドシェアトリップ割合_発地基準 

 

5.2 地域特性による地域分類 

5.1において指摘したトリップ属性は，そのトリップの発 

着地の地域特性に大きく依存すると考えられる．また，地

域のタイプごとのライドシェア成立組の特徴を示すことで，

同様の地域特性を有する地域間に Shared-adus を展開する

際の有益な情報を提供できると考える．そこで，以降では

複数の地域特性を用いて地域を分類し，地域分類とライド

シェア成立組のトリップ属性の関係性について明らかにす

る．始めに，発生するトリップの属性に影響を及ぼすと考

えられる「人口」「用途地域」「農林面積」「事業所密度」「交

通行動」に関する計25変数を整備した．これらの変数をも

とにクラスター分析によって地域を分類する．ただし，こ

れらの変数を直接に用いた場合には，同一の傾向のある変

数が複数存在している場合に，それらの重みが強くなり，

バイアスが生じる可能性がある．そこで，このようなバイ

アスを除外するため，始めに 25 変数を用いて主成分分析

を行い，得られた主成分得点をクラスター分析にかけるこ

とで地域を分類する．主成分分析の結果を表2に示す． 
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①RS

②SA_基本条件

③SA_性別考慮
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［%］
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④SA_目的考慮

[%]

表2 Shared-adusの成立に関連する地域特性の主成分分析結果 
I Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ

都市型
地域軸

生産年齢
居住軸

サービス
業従事

軸

住工混在
地域軸

工業
地域軸

農林
地域軸

地域内
活動軸

人口密度[人/km²] 0.76 0.26 0.25 0.30 -0.11 -0.30 -0.02 小ゾーン毎の可住地面積に対する人口　[国勢調査データ]
生産年齢人口割合 0.06 0.84 0.09 0.11 0.23 -0.15 0.05 全人口に占める15～64歳の割合　[国勢調査データ]
高齢化率 -0.07 -0.84 -0.14 -0.08 -0.31 0.05 -0.11 全人口に占める65歳以上の割合　[国勢調査データ]
第1次産業従事者割合 -0.15 -0.25 -0.07 -0.60 0.00 -0.10 0.26
第2次産業従事者割合 -0.36 -0.21 -0.81 0.09 -0.04 0.02 -0.03
第3次産業従事者割合 0.37 0.25 0.80 0.10 0.03 0.04 -0.08
低層住居専用地域割合(注3) 0.25 -0.21 0.42 0.62 0.18 -0.12 -0.04
中高層住居専用地域割合(注3) 0.70 0.36 0.16 0.07 -0.16 -0.20 -0.05
住居地域割合(注3) 0.52 0.66 0.24 -0.01 -0.09 0.06 -0.11
準住居地域割合 0.60 -0.33 0.25 0.44 0.15 -0.20 -0.05
近隣商業地域割合 0.87 -0.11 0.12 0.11 0.02 -0.18 -0.06
商業地域面積 0.89 0.23 0.05 -0.12 -0.06 0.01 0.01
準工業地域面積割合 -0.04 0.12 0.15 0.15 0.82 0.03 -0.06
工業地域面積割合 0.03 0.10 -0.10 0.66 0.06 -0.13 0.20
工業専用地域面積割合 -0.12 0.21 -0.17 0.03 0.77 -0.03 -0.08
農用地面積割合 -0.61 -0.33 -0.24 -0.38 -0.22 0.22 0.06
林地面積割合 -0.20 -0.03 0.11 -0.02 -0.30 0.62 -0.18
事業所密度[事業所数/km²] 0.91 0.02 0.13 0.20 -0.02 -0.13 0.02 可住地面積に占める事業所数[経済センサス]
公共交通分担率 0.23 -0.01 0.21 0.09 -0.21 -0.68 -0.39
自動車分担率 -0.42 -0.26 -0.17 -0.12 0.23 0.70 0.02
内々トリップ割合 -0.02 0.21 -0.12 0.11 -0.16 -0.03 0.72
発生トリップ_朝ピーク割合(注4) -0.31 -0.51 0.14 -0.46 -0.07 0.00 0.23
発生トリップ_夕ピーク割合(注4) 0.19 0.26 -0.50 -0.01 0.46 0.33 0.06
集中トリップ_朝ピーク割合(注5) -0.09 -0.06 -0.60 -0.20 0.31 0.26 -0.47
集中トリップ_夕ピーク割合(注5) -0.05 -0.20 0.15 -0.18 0.06 0.12 0.76

5.22 3.10 2.61 2.05 2.09 1.87 1.72
20.88 12.41 10.45 8.21 8.37 7.47 6.88
20.88 33.29 43.74 60.32 52.11 67.79 74.67

交
通
行
動

　茨城県南地域を発地もしくは着地とする全トリップ
　を母数とした各トリップの割合
　(注4)[朝ピーク：6時～9時前・夕ピーク：17～20時前]
　　　　の時間帯に出発したトリップ
　(注5)[朝ピーク：6時～9時前・夕ピーク：17～20時前]
　　　　の時間帯に到着したトリップ

                    主成分 (注1)

        変数(注2)

備考
[使用データ]

合計
寄与率

累積寄与率

全従業者のうち、各産業に占める従事者の割合
　　[平成21年経済センサスデータ]

用
途
地
域

市街化区域面積に対する各用途地域の面積割合
[国土数値情報用途地域データ]
(注3)それぞれ第1種・第2種を合算集計

そ
の
他

ゾーン面積全体に占める各土地利用面積の割合
[国土数値情報土地利用細分メッシュデータ]

人
口

　回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法
　(注1)絶対値0.5以上を太文字で表記
      　　　青：　低   　　　　　　　　　　オレンジ：　高
　(注2)　単位表記の無い変数の単位は[%]
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結果として固有値1以上の7つの主成分によって累積寄

与率が70%を超える説明力が得られ，各主成分軸を命名し

た．この分析結果を基に，小ゾーンごとの主成分得点をク

ラスター分析にかけることで，「A.若年層都市地域」「B.多

世代都市地域」「C.住居系地域」「D.郊外住工地域」「E.工業

地域」「F.農林地域」の計6つの地域に分類した．その結果

を表3および図7に示す．以降の分析ではこの地域分類ご

とに，成立したライドシェアトリップのトリップ目的や個

人属性の構成を明らかにする． 

 

5.3 地域分類ごとのライドシェアトリップ構成 

 5.2の地域分類を基に，ライドシェア成立組のトリップ構

成の集計を行う．ここでは各地域分類を発地とするライド

シェアトリップの個人属性構成を図 8，トリップ目的構成

を図9に示す．なお，各図で同一の性別・トリップ目的の

項目を黒枠で示している．これらから以下のことが分かる. 

1) 地域分類別に見ると，E.工業地域におけるライドシェア

の割合が高く，次いでA~Cの比較的人口が集積している

地域においてライドシェアトリップの割合が高い． 

2) 図 8 より E.工業地域では男性同士組の割合が他地域と

比較して高い．図9を見ると通勤通学同士および帰宅同

士の割合が高く，工場従事者による通勤通学・帰宅目的

トリップの同時間帯への集中的発生が原因と考えられる． 

3) 図9より②と④を比較すると，同一トリップ目的同士の 

割合が高く，次いでA～C の比較的人口が集積している

地域においてライドシェアトリップの割合が高い． 

また，ライドシェア成立割合が最も大きなE.工業地域に

おける時間帯別のライドシェアトリップ目的構成を図 10

に示す．ここから以下のことが読み取れる． 

1) 6~9 時前・17~20 時前のライドシェアトリップ割合は④

が②の2/3程度だが，9~17時前では1/2程度となる． 

 

表3 クラスター分析による地域分類結果 

 
 

 

図7 小ゾーンごとの地域分類 

2) ②のトリップ目的の構成を見ると，6~9時前は「通勤通

学」，17~20時前は「帰宅」という時空間で集中的に発生

するトリップ目的同士でのライドシェアが多く，ピーク

時間帯の自動車トリップ抑制に一定の効果を与えている． 

3) 9~17 時前においては異目的同士のライドシェアの割合

が半数を占め，この部分が成立しない④では日中のライ

ドシェアが成立しづらくなっている． 

 

 

図8 発地域分類毎のライドシェアトリップ成立割合 

  および個人属性構成 (②基本条件・③性別考慮) 

※「若」：39歳以下，「中」，40～64歳以下， 

「老」：65歳以上 

 

 

図9 発地域分類毎のライドシェアトリップ成立割合 

およびトリップ目的構成 (②基本条件・④目的考慮) 

 

 
図10 E.工業地域を発地とする時間帯別のライドシェア 

トリップ割合およびトリップ目的構成 

(②基本条件・④目的考慮) 

I Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ

CL6
都市型
地域軸

生産年齢
居住軸

サービス業
従事軸

住工混在
地域軸

工業
地域軸

農林
地域軸

地域内
活動軸

A.若年層都市地域 1.72 3.88 0.78 -1.21 -0.82 0.30 -0.35 3
B.多世代都市地域 3.81 -1.45 0.52 0.74 0.28 -0.10 0.45 4
C.住居系地域 -0.16 0.26 0.64 0.26 -0.22 -0.63 -0.59 29
D.郊外住工地域 -0.27 0.18 -1.13 0.72 -0.03 0.25 -0.11 23
E.工業地域 -0.20 0.72 0.00 -0.03 3.82 0.30 0.16 4
F.農林地域 -0.22 -0.50 0.08 -0.58 -0.17 0.27 0.45 40

　　　　  主成分得点
　　　　　    平均(注)
地域分類

ゾーン
数

(注)絶対値0.5以上を太文字で表示　　　青：　低　　　　　　　　　　　　オレンジ：　高
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６．結論 

 本研究では将来的な実用化が検討され得る Shared-adus

の導入を想定し，車両数変動を始めとした導入効果の計測

や，ライドシェア成立組のトリップ属性の組み合わせと地

域特性の関係について検証した．主な結果を以下に示す． 

1) Shared-adusの導入により，導入前の半数以下の車両数で

自動車トリップ需要に対応することが可能となる． 

2) 深夜帯を除くどの時間帯においても，Share-adus 導入前

後で車両運行率は約3倍に向上する．  

3) Shared-adusにおけるライドシェアの成立数は，ライドシ

ェアを単独に実施する場合の1.5倍～2倍に増加する． 

4) 人口密度が比較的高い都市部と比較して，工業地域のよ

うな比較的時間交代制の勤務に特化した地域においてラ

イドシェアが成立しやすい． 

5) トリップ目的を考慮したシナリオではピーク時間帯と

比較してオフピーク時間帯のライドシェアが成立しづ

らくなる． 

なお，本研究においてはShared-adusの成立条件について，

下記のような2つの点において厳しめの設定を行い，成立

可能性としては安全側の推計（過少推計）を行っている．

このため，以下の条件を緩和した推計を行うことが今後の

課題となる．1 点目として，Shared-adus の登場で全く新た

に発生する誘発需要を考慮出来ていない．この点について

は免許非保有者で自動車トリップを行っていない交通弱者

の誘発需要を特に考慮する必要がある．2 点目は発ゾーン

以外のトリップ経路途中でのライドシェア成立を考慮して

おらず，実装されるShared-adusでは経路途中のライドシェ

アにより，さらなる利用者増加を図ることが可能である． 

また，このような交通サービスの導入に際しては，空走

時間の発生に伴う車両の総走行時間の増加が既存研究 10)で

指摘されている．この点については，トリップの発生時間

帯および移動時間を考慮している本研究の分析フレームで

そのまま検討可能であり，今後検討を進める予定である． 

 なお，本研究ではShared-adusの導入可能性について運

営側から検討を行ったが，今後は shred-adusを実際に利用

する人々のライドシェアへの受容可能性，サービスの料金

設定と需要の関係性といった利用者側からの検討が併せて

求められる．さらに，積極的にライドシェアを行うために

出発時間を調整するといった利用者の協調行動など，新た

に生じうる現象への対応も含め，Shared-adusの導入に際

してはその前段階において，運営側・利用者側の双方から

十分な検討がなされていることが必要である． 
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